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（趣旨） 

第1条 この要領は、岐阜市広告掲載要綱（平成20年3月21日決裁。以下「要綱」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（広告掲載の媒体） 

第2条 広告を掲載する媒体（以下「納税通知書送付用封筒等」という。）は、次のと

おりとする。 

(1) 固定資産税・都市計画税納税通知書送付用封筒 

(2) 軽自動車税（種別割）納税通知書送付用封筒 

(3) 市民税・県民税（普通徴収）納税通知書送付用封筒 

(4)  固定資産税（償却資産）申告書送付用封筒 

（広告の範囲及び掲載基準） 

第3条 納税通知書送付用封筒等に掲載する広告（以下「広告」という。）は、要綱第

３条及び岐阜市広告掲載基準（平成20年3月21日決裁。以下「基準」という。）に適

合するものであるほか、行政用に使用する封筒としての品位、公共性及び公益性を

保つもので、市民に不利益を与えないものでなければならない。 

（広告掲載の規格等） 

第4条 納税通知書送付用封筒等に掲載する広告の規格等は、別に定める岐阜市納税通

知書送付用封筒広告掲載募集要項又は岐阜市固定資産税（償却資産）申告書送付用

封筒広告掲載募集要項（以下「募集要項」という。）による。 

（広告掲載の申込み） 

第5条 広告掲載希望者及び広告代理業を営む者(以下「広告掲載希望者等」という。)

は、岐阜市納税通知書送付用封筒等広告掲載申込書兼同意書（様式第1号。以下「申

込書」という。）及び添付資料を市長に提出するものとする。 

（広告等の審査） 



第6条 広告掲載希望者等並びに広告主から提出のあった広告の内容及び広告取扱者か

ら提出のあった広告の内容等を審査するため、審査委員会（以下「審査会」とい

う。）を設置する。 

2 審査会は、委員長及び委員をもって組織する。 

3 委員長は、財政部長をもって充てる。 

4 委員は、財政部次長兼税事務推進課長、財政部税務審議監兼市民税課長、税制課長、

資産税課長、行政課長、契約課長、消費生活課長及び人権啓発センター所長をもっ

て充てる。 

5 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名した

委員がその職務を代理する。 

6 委員長は、やむを得ず会議に出席できない委員に対し、書面により審査を行わせ、

当該審査に代えることができる。 

7  委員長は、必要があると認めたときは、審査会の会議に関係者の出席を求め、その

意見又は説明を聴くことができる。 

8  委員長は、軽易又は緊急を要すると認める事項については、委員全員の同意を確認

した上で、持ち回りの方法により審査会を開くことができる。 

（広告主等の決定等） 

第７条 市長は、審査会の審査に基づき、広告掲載希望者等の中で広告掲載応募価格

が最も高い者のうち基準第５条（規制業種又は事業者）に抵触しない者（以下「第

１候補者」という。)を広告主又は広告取扱者として決定する。ただし、第１候補者

となるべき者が２者以上いる場合は、くじにより１者を決定する。 

2 市長は、第1項の規定により決定された広告主に対しては岐阜市納税通知書送付用

封筒等広告主決定通知書（様式第2号）により、広告取扱者に対しては岐阜市納税通

知書送付用封筒等広告取扱者決定通知書（様式第3号）により通知するものとする。

また、それ以外の者に対しては岐阜市納税通知書送付用封筒等広告非掲載・非取扱

決定通知書（様式第4号）により通知するものとする。 

3 第１候補者が広告主又は広告取扱者として決定されない場合は、その次点の者を第

１候補者とする。 

（広告掲載の決定等） 

第8条 前条の規定により決定された広告主は、広告の内容を、広告取扱者は、広告掲

載希望者の申込書、添付資料及び広告の内容（以下「広告の内容等」という。）を

募集要項に定める期間内に提出するものとする。 

2 市長は、審査会の審査に基づき、広告主が提出した広告の内容又は広告取扱者が提

出した広告の内容等が第3条に抵触しない場合には、岐阜市納税通知書送付用封筒等

広告掲載決定通知書（様式第5号）により通知するものとする。次項の規定により、

広告の内容を訂正した場合も同様とする。 



3 市長は、審査会の審査に基づき、広告主が提出した広告の内容又は広告取扱者が提出

した広告の内容等が第３条に抵触する等の場合は、岐阜市納税通知書送付用封筒等

広告掲載内容訂正通知書（様式第6号）により通知し、訂正を求めることができる。 

4 広告主又は広告取扱者は、募集要項に指定するデータ形式で、指定する期日までに

広告原稿を入稿するものとする。 

5 広告原稿を入稿する際に要する費用は、すべて広告主又は広告取扱者の負担とする。 

（契約の締結及び広告内容の変更） 

第9条 市長は、前条の規定により広告掲載を承認した広告主又は広告取扱者と広告掲

載に係る契約を締結できるものとする。 

2 市長は、広告掲載を承認した後の事情変更等により、広告の内容等が基準に抵触し、

又はそのおそれがあると認めたときは、広告主又は広告取扱者に対し、広告の内容

等の変更を求めることができる。 

（広告掲載料の納付） 

第10条 広告主又は広告取扱者は、契約書に記載された納付期限までに広告掲載料を

一括納付しなければならない。 

（広告料の返還） 

第11条 既納の広告料は返還しない。ただし、広告主又は広告取扱者の責めに帰さな

い事由により、広告を掲載することができなかったときは、既納の広告料を一部又

は全額返還する。 

（広告掲載の取消し） 

第12条 市長は、次の各号に該当する場合には、広告掲載を取消すことができる。 

(1) 指定する期日までに広告の内容又は広告の内容等の提出がないとき。 

(2) 第８条第３項による訂正の求めに応じないとき。 

(3) 指定する期日までに広告掲載料の納付がないとき。 

(4) 指定する期日までに指定する広告原稿の提出がないとき。 

(5) 前4号に掲げるもののほか、広告掲載が適切でないと判断したとき。 

2 前項の規定による取消しを決定したときは、広告主に対しては岐阜市納税通知書送

付用封筒等広告主決定取消通知書（様式第７号）により、広告取扱者に対しては岐

阜市納税通知書送付用封筒等広告取扱者決定取消通知書（様式第８号）により通知

するものとする。 

（広告主等の責務） 

第13条 広告主又は広告取扱者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 掲載した広告内容について一切の責任を負うこと。 

(2) 広告内容等に、虚偽、誤記等がないこと。 

2 広告主又は広告取扱者は、広告の掲載により、第三者に損害を与えた場合は、広告

主又は広告取扱者の責任及び負担において解決しなければならない。 



3 広告主は、納税通知書送付用封筒等への広告掲載の権利又は義務を第三者に譲渡し、

継承し、又は担保に供してはならない。 

（補則） 

第14条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成20年11月14日から施行する。 

  附 則(平成21年4月1日決裁) 

この要領は、平成21年4月1日から施行する。 

    附 則(平成22年10月1日決裁) 

この要領は、平成22年10月1日から施行する。 

  附 則(平成23年 6月29日決裁) 

この要領は、平成23年 6月29日から施行する。 

附 則(平成24年4月2日決裁) 

この要領は、平成24年4月2日から施行する。 

附 則(平成29年1月5日決裁) 

この要領は、平成29年1月5日から施行する。 

附 則(平成30年5月1日決裁) 

この要領は、平成30年5月1日から施行する。 

附 則(令和元年5月8日決裁) 

 この要領は、令和元年5月8日から施行する。 

附 則(令和元年9月26日決裁) 

 この要領は、令和元年10月1日から施行する。 

附 則(令和2年 3月31日決裁) 

 この要領は、令和2年4月1日から施行する。 


